
（単位：億円）

平成23年度
当初予算

平成24年度
概算決定

対前年度比

2,129         2,129         100%

47             62             130%

220           220           100%

復興枠 -               280           皆増

農業農村整備対策予算の概要

農業農村整備事業

農地・水保全管理支払交付金
（向上活動支援交付金（長寿命化対策））

農業体質強化基盤整備促進事業
（H23は戦略作物生産拡大関連基盤緊急
整備事業）

2,397         2,691         112%

平成23年度
当初予算

平成24年度
概算決定

対前年度比

(299) (94%)

318           96             30%

※計数は四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがある。

※農山漁村地域整備交付金において、上段（）書きは、地域自主戦略交付金及び沖縄振興一括交付
金（仮称）への拠出額を含む金額である。

計

※上記のほか、地域自主戦略交付金、沖縄振興一括交付金（仮称）及び地域再生基盤強化交付金を
内閣府に計上。

農山漁村地域整備交付金

※復興枠は、農業農村整備事業、農山漁村地域整備交付金、農地・水保全管理支払交付金(復旧活
動支援交付金)及び農業体質強化基盤整備促進事業の予算額(復興庁計上分を含む）。

平 成 ２ ３ 年 １ ２ 月平 成 ２ ３ 年 １ ２ 月



農業農村整備対策について（農村振興局）
～「農地」と「水」を最大限に活用した農業生産力の強化と、安心・安全な農村づくりの実現～

主要課題 主要事項主要課題 主要事項

○老朽化施設等の保全管理・整備

震災に強い農業インフラの構築

農業水利施設等の防災・減災対策の強化

農業農村整備事業を2,129億円、非公共の小規模基盤整備を220億円確保するとともに、
復興枠（280億円※1）も活用して、着実に実施

○老朽化施設等の保全管理・整備
・年間500程度の基幹的農業水利施設が耐用年数を超

過。

・施設の老朽化に伴い、突発事故件数も増加傾向

○地震発生のおそれの高い地域における農業用用排水施設等に関して、災害の未然防止
のための耐震化対策を実施

○国営造成施設の突発事故に対する二次被害の防止、軽減のための迅速な応急対策を

【震災対策農業水利施設整備事業（新規） ２４（０）億円】
【国営総合農地防災事業（拡充) １６７（１７０）億円】

・防災・減災の観点からの保全管理、整備が急務
○国営造成施設の突発事故に対する二次被害の防止、軽減のための迅速な応急対策を
実施

【国営施設応急対策事業（新規） 国営かんがい排水事業１，１６２（１，１３４）億円の内数】

農地集積、規模拡大の加速化 担い手への農地集積を促す基盤づくり

○担い手への集積に不可欠な農地整備の促進
・大区画化、汎用化でコメ生産コストは約6割低減

・水田の６割は区画が整備済みだが、その３分の１は排
水不良。麦・大豆の生産には排水改良が不可欠

○大規模経営体が大宗を占める構造の実現に資するため、土地利用型農業の経営規模拡
大に不可欠な農地の大区画化・汎用化や農業水利施設の整備を推進

○既に区画が整備されている水田の畦畔除去等による区画拡大や老朽施設の補修等によ
り 営農上 個別課題にきめ細かく対応し 農業 体質を強化

【戸別所得補償実施円滑化基盤整備事業 ２５３（２６２）億円】
【国営農地再編整備事業等 ８６（８３）億円】

・不整形、区画狭小などの未整備農地は、経営規模拡大
の障害

り、営農上の個別課題にきめ細かく対応し、農業の体質を強化
【農業体質強化基盤整備促進事業（新規） ２２０（２２０※2）億円】

新たな主体によるリスクマネジメントの推進

○「農地」、「水」の保全管理の強化
・施設の老朽化等への対応や集落コミュニティ機能向上

のため、地域主体の保全管理等の取組の強化・拡大が

○地域コミュニティを活用した水路等の保全管理、長寿命化等の高度な取組を支援するとと
もに、新たな主体による広域的な保全管理の実施体制を整備

農地・水保全管理支払交付金 ２４７（２１２）億円
うち向上活動支援交付金（拡充） ６２（４７）億円

○既に区画が整備されている水田の畦畔除去等による区画拡大や老朽施設の補修等によ

地域主体による保全管理の推進

のため、地域主体の保全管理等の取組の強化 拡大が

必要 り、営農上の個別課題にきめ細かく対応し、農業の体質を強化
【農業体質強化基盤整備促進事業（新規） ２２０（２２０※2） 億円】（再掲）

○農業水利施設を活用した地域主導での小水力発電等の整備推進に向け 民間団体等の

エネルギー生産への地域資源の活用 小水力等再生可能エネルギーの導入促進

○再生可能エネルギーの活用促進と地産地消

・土地、水など農山漁村に豊富に存在する未利用の資源
を活用し、電力需給の安定化に寄与

○農業水利施設を活用した地域主導での小水力発電等の整備推進に向け、民間団体等の
専門的ノウハウを活用した施設整備等を先導的に実施

【小水力等農村地域資源利活用促進事業（新規） ７（０）億円】

※１復興庁計上分を含む
※２戦略作物生産拡大関連基盤緊急整備事業の平成２３年度予算額



 

平成 24 年度国営事業 事業着手地区（概算決定） 
 
 

区分 地区数 地区名 
（農林水産省） 

 かんがい排水 

 

 

 

 
 総合農地防災 
 
 
（北海道） 

 かんがい排水 

 

 
 農用地再編整備 
 
 

 
  ３ 

 

 

 

 
  １ 
 
 
 
  １ 

 

 
  ２ 
 
 

平川
ひらかわ

二期
に き

（青森県） 

横手
よ こ て

西部
せ い ぶ

（一期）（秋田県） 

加治川
か じ か わ

用水
ようすい

（一期）（新潟県） 
 

 
筑後
ち く ご

川
がわ

下流
かりゅう

右岸
う が ん

（一期）（佐賀県） 
 
 
 

別海
べつかい

北部
ほ く ぶ

（一期） 
 

 
美唄
び ば い

茶
ちゃ

志内
し な い

 

東宗谷
ひがしそうや

 
 

 
 
  



 
平成24年度国営事業 国営施設機能保全・特別監視制度着手地区（概算決定） 

 
 

区分 地区数 地区名 
（農林水産省） 

 かんがい排水 

 

 

 
（北海道） 

 かんがい排水 

 

 

 

 
 

 
  ３ 

 

 

 

 
  ５ 
 
 
 
 
 
  

笛吹
ふえふき

川沿
がわえん

岸
がん

（山梨県）【国営施設機能保全】 

伊那
い な

西部
せ い ぶ

（長野県）【国営施設機能保全】 

中勢
ちゅうせい

用水
ようすい

（三重県）【国営施設機能保全】 
 
 

士幌
し ほ ろ

西部
せ い ぶ

【特別監視制度】 

富
とみ

秋
あき

士幌
し ほ ろ

川
がわ

下流
かりゅう

【特別監視制度】 
フモンケ【特別監視制度】 

更
さら

岸
きし

【特別監視制度】 

風
ふう

連
れん

【国営施設機能保全】 
 
 

 
 
  



 

平成 24 年度国営事業 全体実施設計移行地区・調査着手地区（概算決定） 

 
区分 地区数 地区名 

全体実施設計移行地区 

（農林水産省） 
 かんがい排水 
 
 
 
 
 総合農地防災 
 
（北海道） 
 かんがい排水  
 
（沖縄） 
 かんがい排水 
 
調査着手地区 

（農林水産省） 
 かんがい排水 
 
 
 
 
 
 

 農用地再編整備 
 
 
（北海道） 
 かんがい排水  
 
 農用地再編整備 
 
 
 
 
 総合農地防災 
 
（沖縄） 
 かんがい排水 
 

 
 
  ３ 
 
 
 
 
  １ 
 
 
  １ 
 
 
  １ 
 

 

  ４ 
 
 
 
 
 
  ２ 
 
 
 
  １ 
 
  ３ 
 
 
 
 
  １ 
 
 
  １ 
 

 

和賀
わ が

中央
ちゅうおう

（岩手県） 

新川
しんかわ

流域
りゅういき

二期
に き

（新潟県） 

東播
とうばん

用水
ようすい

二期
に き

（兵庫県） 
 

矢作
や は ぎ

川
がわ

総合
そうごう

第二期
だ い に き

（愛知県） 
 
 

当麻
と う ま

永山
ながやま

用水
ようすい

 
 
 

石垣
いしがき

島
じま

 
 
 
 

豊沢
とよさわ

川
がわ

（岩手県） 

栃木
と ち ぎ

南部
な ん ぶ

（栃木県） 

信濃
し な の

川
がわ

左岸
さ が ん

流域
りゅういき

（新潟県） 

手取
て ど り

川
がわ

流域
りゅういき

（石川県） 
 

茨城
いばらき

中部
ちゅうぶ

（茨城県） 

亀岡
かめおか

中部
ちゅうぶ

（京都府） 

 
帯広
おびひろ

かわにし 
 

愛別
あいべつ

 

大雪
たいせつ

東川
ひがしかわ

 

雄武
お う む

丘 陵
きゅうりょう

 
 

勇
ゆう

知
ち

 
 
 

多良間
た ら ま

 
 

 


	111221_【ＨＰ用】総括表（公表資料版）（ロゴ入）（PDF用）
	05_NNポンチ絵公表用
	06_111220_国営土地改良事業着手等地区（概算決定）_3枚Ver

